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公的研究費に関する啓発活動の実施について 

 

令和 3 年 2 月 1 日に文部科学省による「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドライン（実施基準）」（平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定）が改正されました。 

不正根絶に向けた啓発活動（意識の向上と浸透）の継続的な実施が要件化されたことに伴

い、本学でも令和４年３月１７日「公立大学法人青森公立大学公的研究費に関するコンプラ

イアンス教育及び啓発活動に関する実施計画」を策定しました。 

 

本学の教職員向け啓発活動として、以下を定めております。 

（１）メーリングリスト等による啓発活動の実施（年３回以上）  

（２）既存の会議等における啓発資料の配布（年１回以上）  

（３）ポスター等の掲示による啓発活動の実施（随時） 

 

これを受け、２０２２年度啓発活動第２回として、メーリングリスト等による啓発活動を

実施します。今回は、今年度実施された内部監査の結果を、情報共有します。 

 

（内部監査報告書からの抜粋） 

公的研究費の監査に関して、概ね適正に予算執行、管理されていたが、二点の指摘事

項があった。 

一点目は、教員に認められている立替払いの運用面である。運用として、「青森公立

大学公的研究費ハンドブック2022年度版」により、立替払いで図書等を購入した後は、

購入（到着）した日から 1 週間以内に事務の検収を受け、教員が経費依頼書を検収日の

属する月の翌月 10 日までに申請することとしているが、期間内に検収を受けていない

ものや、経費依頼書を提出していないものが複数見られた。 

 

⇒立替払いで図書等を購入した後、購入（到着）した日から 1週間以

内に事務の検収を受けるようお願いします。 

 






